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先天性および若年性の視覚聴覚二重障害の難病に対する 

医療および移行期医療支援に関する研究 
 

研究分担者 氏名 浅沼聡 地方独立行政法人埼玉県立病院機構 
埼玉県立小児医療センター 耳鼻咽喉科 科長 

 
 研究要旨 
先天性および若年性の視覚聴覚二重障害児は、様々な合併症を併せ持つた

め耳鼻科、眼科が単独で診療していることはなく総合診療科、神経科などの

主科を持っている。小児病院において視覚聴覚二重障害児の移行期医療支援

は、耳鼻科、眼科以外の主科で概ね18歳から20歳頃検討されていることが

わかった。 
 
 
Ａ．研究目的 
 先天性および若年性の視覚聴覚二重障害児

は、担当科が耳鼻咽喉科と眼科に分かれている

ためそれぞれの科が担当する障害についての診

療を行ってきた。また視覚聴覚二重障害児は、

様々な合併症を併せ持つため耳鼻科、眼科が単

独で診療していることはなく総合診療科、神経

科などの主科を持っている。小児病院において

視覚聴覚二重障害児の移行期支援がどのように

行われているかを明らかにする。 
 
Ｂ．研究方法 
視覚聴覚二重障害児の移行期支援の実態を埼玉

県立小児医療センター電子カルテより後方視的

に検討する。 
 
(倫理面への配慮) 
本研究は、埼玉県立小児医療センター倫理委員

会の承認を得て行われた。 
 
Ｃ．研究結果   
視覚聴覚二重障害児の移行期医療については、

耳鼻科、眼科それぞれ単独で移行先を決定され

ていることはなかった。視覚聴覚二重障害児

は、視覚、聴覚以外の合併症を併せ持つため、

耳鼻科、眼科以外に主科を持ち、概ね18歳から

20歳に主科での検討、判断により移行先が決定

されていた。 
 
Ｄ．考察 
 視覚聴覚二重障害児は、当院ではこれまで耳

鼻咽喉科と眼科それぞれが単独で診療を行って

きた。視覚聴覚二重障害が聴覚障害と視覚障害

を単純に足し合わせたものではないことから、

本研究以降当院では耳鼻科と眼科で密接に連絡

を取りながら診療を進めることができた。また

移行期医療では、視覚聴覚二重障害児が視覚、

聴覚以外の合併症を持ち、主となる診療科（当

院では総合診療科、神経科など）で総合的な診

療を受けている。それに伴って移行期医療の移

行先についても耳鼻科、眼科以外の主科で概ね

18 歳から 20 歳頃検討されていることがわかっ

た。また当院では、2019 年 4 月以降「埼玉県

移行期医療支援センター」を開設して患者さん

本人が自律し、自分の病気を管理できるよう、

また成人病院へスムーズに移行できるよう支援

をしている。 
 
Ｅ．結論 
視覚聴覚二重障害児は、視覚、聴覚以外の合併

症を併せ持つため、耳鼻科、眼科以外に主科を

持ち、概ね 18 歳から 20 歳に主科での検討、判

断により移行先が決定されていた。 
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